
枚方長尾地区地区計画について 

（地区計画の内容） 

 

１．地区計画の方針 

 

名  称 枚方長尾地区地区計画 

位  置 枚方市北山一丁目及び長尾家具町四丁目の各地内 

面  積 約 ６４．３ha 

区 

域 

の 

整 

備 

・ 

開 

発 

及 

び 

保 

全 

に 

関 

す 

る 

方 

針 

地区計画の目標 

本地区は、土地区画整理事業による住宅地開発、学校法人による大学建

設の予定及び周辺住宅地と調和した用途への更新が見込まれる地区によ

りなる。都市計画道路、歩行者専用道、近隣公園、街区公園などの都市施

設の計画に合わせて、本地区計画において、土地区画整理事業地区では、

独立住宅、集合住宅を中心とした概ねﾍｸﾀｰﾙ当り 110 人の中密な住宅地形

成、大学建設予定地では良好な教育環境の形成、周辺住宅地と調和した用

途への土地利用転換が見込まれる地区では沿道サービス地の形成を促し、

地区全体として調和した一体的市街地形成を図ることを目標とする。 

土地利用の方針 

 学校施設を地区東部に、住宅地を地区西部から南部に、沿道サービス地

を国道 1 号沿いに配置する。地区の中心に近隣センター、公民館等を配置

し、近隣公園、街区公園とこれらを歩行者専用道等でつなぐ。また、国道

１号及び沿道サービス地と住宅地との境界沿いに緩衝緑地帯を配置する。

その他、地区内に必要な公共、公益施設を適宜配置する。 

地 区 施 設 の 

整 備 の 方 針 

(道路)都市計画道路(3･5･210-37 北山通線)を軸にして、これとＴ字型に

家具団地を結ぶ道路及び地区内にループ状に連絡する地区内サー

ビスのための道路を地区施設として整備する。 

(緑地)国道 1 号から発生する騒音等を緩衝するとともに、潤いのある環

境を形成するため、また、船橋川沿いの遊歩道空間と一体となった

快適な歩行者動線の形成を図るため、帯状の緑地を地区施設として

整備する。 

建 築 物 等 の 

整 備 の 方 針 

A 近隣センター地区：商業業務施設及び公益施設を計画的に配置して、

まとまりのある近隣センターの形成を図る。 

B 文教施設地区  ：大学、小学校、幼稚園を配置し、良好な教育環境

の形成を図る。 

C 住宅地区    ：周辺からの景観に配慮した中層集合住宅等を中心

に計画的に配置する。 

D 低層住宅地区１ ：サービス道路の沿道利用に配慮した低層独立住宅

を主体に配置して、壁面後退により日照等に配慮

するとともに、適正な画地規模の確保を行って良

好な住環境の形成を図る。 

E 低層住宅地区２ ：低層住宅を集合化して計画的に配置することによ

り、共有空間等と一体となった街並の形成を図る。 

F 低層住宅地区３ ：一戸建住宅等の低層独立住宅を主体に配置して、

壁面後退等により日照等に配慮するとともに、適

正な画地規模の確保を行って良好な住環境の形成

を図る。 

G 沿道サービス地区：国道１号沿道を利用した広域的な商業サービス施

設等を配置するとともに、隣接する住宅地への環

境に配慮し、周辺環境と一体となった魅力的な沿

道サービス地区の形成を図る。 

「地区計画の区域は、計画図表示のとおり」



２．地区整備計画 
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整 
 
 
 
 
 

備 
 
 
 
 
 

計 
 
 
 
 
 

画 

地

区

施

設

の

配

置 

及

び

規

模 

道     路 
主要区画道路幅員 １２ｍ    １本 約２４０m 

主要区画道路幅員  ９ｍ    １本 約８８０m 

緑     地 
２ヶ所  約２ｈａ    （ 緩 衝 緑 地 帯 ） 

     約０．２８ｈａ （幅員１０ｍ以上の緑地） 

建 
 
 

築 
 
 

物 
 
 

等 
 
 

に 
 
 

関 
 
 

す 
 
 

る 
 
 

事 
 
 

項 

地 区の細区分 近 隣 セ ン タ ー 地 区 文 教 施 設 地 区 住 宅 地 区 低 層 住 宅 地 区 １ 低 層 住 宅 地 区 ２ 低 層 住 宅 地 区 ３ 沿 道 サ ー ビ ス 地 区 

細区分の面積 約１．７ｈa 約１６．２ｈa 約５．３ｈａ 約２．６ｈａ 約１２．１ｈａ 約１６．９ｈａ 約９．５ｈａ 

建 築 物 等 の 

 

 

用 途 の 制 限 

 次の各号に掲げる建築物

は、建築してはならない。 

(1) 建築基準法（昭和 25 年法

律第 201 号。以下｢法｣とい

う。）別表第 2の(に)項第 2

号又は第 4 号から第 6 号ま

で、(へ)項第 3 号から第 5

号まで、(と)項第 4 号並び

に(り)項第 2 号及び第 3 号

に掲げるもの 

(2) 住宅、共同住宅、寄宿舎

又は下宿(以下｢住宅等｣と

いう｡)ただし、前号に掲げ

る建築物以外の用途に供す

る部分を有する建築物で、

住宅等の部分の床面積の合

計が延べ面積の 3/4 以下で

あるものを除く 

次の各号に掲げる建築物

以外の建築物は、建築しては

ならない。 

(1) 法別表第２(い)項第４

号から第 9 号までに掲げ

るもの 

(2) 法別表第２(は)項第２

号から第 4 号までに掲げ

るもの 

(3) 建築基準法施行令（昭和

25 年政令第 338 号。以下

｢令｣という。）第 130 条の

5の 4各号に掲げるもの 

(4) 前３号の建築物に附属

するもの(令第 130 条の 5

各号に掲げるものを除

く｡) 

  次の各号に掲げる建築物以

外の建築物は、建築してはな

らない。 

(1) 法別表第２(い)項第１

号、第 4号から第 6号まで、

第 8 号又は第 9 号に掲げる

もの 

(2) 法別表第 2(い)項第 2 号

に掲げる建築物(以下｢兼用

住宅｣という｡)のうち、令第

130 条の 3(第 1 号から第 5

号までを除く｡)に掲げるも

の 

(3) 前 2 号の建築物に付属す

るもの(令第130条の5各号

に掲げるものを除く｡) 

次の各号に掲げる建築物以

外の建築物は、建築してはな

らない。 

(1) 一戸建て住宅 

(2) 法別表第 2(い)項第 4 号

から第 6 号まで、第 8 号又

は第 9号に掲げるもの 

(3) 一戸建ての兼用住宅のう

ち、令第 130 条の 3(第 1 号

から第 5 号までを除く｡)に

掲げるもの 

(4) 前 3 号の建築物に附属す

るもの(令第130条の5各号

に掲げるものを除く｡) 

次の各号に掲げる建築

物は、建築してはならな

い。 

(1) 法別表第 2(ぬ)項第 3

号に掲げるもの 

建築物の敷地 

 

面積の最低限度 

  

 １５０㎡ 

 

１５０㎡ １，０００㎡ 

 

壁 面 の 位 置 

 

の 制 限 

 

   

敷地境界線までの外壁

後退距離は１ｍ以上と

する 

 

敷地境界線までの外壁後退距

離は１ｍ以上とする 

 

建築物等の高さ 

 

の 最 高 限 度 

  

１２m 

  

 

１８m 

（令１３８条第１項第３

号に掲げるものは除く） 

「地区整備計画の区域、地区の細区分及び地区施設の配置は、計画図表示のとおり」 

（注）下線部は建築基準法の改正に伴い、補正した個所を示す。 


